
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
金属粉末と酸化物粉末との混合焼結により素材を作製し、合計３回以上の冷間圧延および
熱処理を繰り返して所要形状の管にするに際して、圧延途中の中間熱処理の各々を、第１
段階目の熱処理温度を１１００℃以下で行い第２段階目の熱処理温度を第１段階目より高
い１１００～１２５０℃で行う２段階熱処理とし、最終の熱処理を１１００℃以上で行う
ことを特徴とする酸化物分散強化型フェライト鋼管の製造方法。
【請求項２】
前記酸化物分散強化型フェライト鋼が、質量％で、Ｃｒ：１１～１５％、Ｔｉ：０．１～
１％およびＹ 2  Ｏ 3  ：０．１５～０．３５％を含むものであることを特徴とする請求項１
に記載の酸化物分散強化型フェライト鋼管の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明が属する技術分野】
本発明は、特に、高速炉の炉心構成要素である燃料被覆管のような優れた耐中性子照射性
と高温強度（内圧クリープ破断強度等）に優れた酸化物分散強化型フェライト鋼製の管の
製造方法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来から、耐中性子照射特性と高温強度特性に優れた材料として、フェライト鋼中に微細
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な酸化物粒子を分散させた酸化物分散強化型フェライト鋼が開発されており、これを用い
た燃料被覆管等の製管加工も種々検討されている。
厳しい寸法精度を要求される燃料被覆管は細径薄肉であるため、その製造には加工度の大
きい冷間圧延による製管加工が採用されている。
【０００３】
しかしながら、冷間圧延で製造した酸化物分散強化型フェライト鋼被覆管は、圧延方向に
沿って結晶粒が細く伸びた針状結晶粒形態（繊維状組織）となるため、高速炉炉心構成要
素として重要な管の周方向（圧延方向に直交する方向）の延性や内圧クリープ破断強度が
低いという重大な技術的課題があった。また、酸化物分散強化型フェライト鋼は冷間圧延
を繰り返すことにより硬化し、冷間圧延が困難になるとともに、割れが発生するなどの問
題があった。
【０００４】
これらの問題を改善するために、冷間圧延後の熱処理を十分に行って結晶粒を粗大化させ
、管の周方向にも結晶粒が成長した再結晶組織を生成させることが提案されている。例え
ば特開平８－２２９８５１号公報には、酸化物分散強化型フェライト鋼のＹ 2  Ｏ 3  の含有
量および過剰酸素の量を規定することにより、再結晶組織を生成し得る成分組成が記載さ
れている。
【０００５】
さらに、冷間圧延を繰り返し行うことにより硬化するのを防止するために、例えば特願２
００１－０６２９１３号では、３回以上の冷間圧延および熱処理を繰り返して所要形状の
管にするに際して、圧延途中の中間熱処理の温度を１１００℃未満とすることにより再結
晶組織を生じさせることなく加工により生じた歪みや転位を回復させて軟化させ、次工程
の冷間圧延を効果的に行えるようにし、最終の熱処理を１１００℃以上で行って再結晶組
織を生成させる酸化物分散強化型フェライト鋼管の製造方法が提案されている。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上述したような酸化物分散強化型フェライト鋼の成分組成を採用したり、
冷間圧延途中の中間熱処理を行う場合でも、以下のような課題があった。
【０００７】
すなわち、再結晶組織を生じさせることなく中間熱処理を行おうとする場合には、毎回の
冷間圧延後に管の端から試験片を切り出し、この試験片について再結晶組織の有無や軟化
の程度を先行試験により確認して最適な中間熱処理条件を設定した後、本番の熱処理を行
う必要があった。
【０００８】
また、中間熱処理温度を１１００℃未満で行った場合には、硬さが４００Ｈｖ程度にしか
軟化しないため、次工程の冷間圧延は可能であるが、割れが発生する場合があり、安定し
た製管加工が行えなかった。
【０００９】
そこで本発明の目的は、冷間圧延途中の中間熱処理時に再結晶組織を生じさせることなく
、かつ、比較的高温で中間熱処理を行うことで十分に軟化させて次工程の冷間圧延を効果
的に行えるようにするとともに、冷間圧延工程における割れの発生を防止することができ
る、酸化物分散強化型フェライト鋼からなる管の製造方法を提供することである。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
本発明者等は、酸化物分散強化型フェライト鋼を用いて製管加工を行うに際して、複数回
の冷間圧延途中の各々の中間熱処理を２段階で行ない、第１段階目の熱処理では再結晶組
織を生じさせない処理温度を設定し、第２段階目の熱処理では第１段階目より高温で熱処
理を行なうことで再結晶組織を生じさせることなく十分に軟化させることができ、次工程
の冷間圧延を容易かつ効果的に行えることを見出し、本発明を完成させたものである。
【００１１】
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すなわち本発明の酸化物分散強化型フェライト鋼管の製造方法は、金属粉末と酸化物粉末
との混合焼結により素材を作製し、合計３回以上の冷間圧延および熱処理を繰り返して所
要形状の管にするに際して、圧延途中の中間熱処理の各々を、第１段階目の熱処理温度を
１１００℃以下で行い第２段階目の熱処理温度を第１段階目より高い１１００～１２５０
℃で行う２段階熱処理とし、最終の熱処理を１１００℃以上で行うことを特徴とするもの
である。
【００１２】
本発明で用いる酸化物分散強化型フェライト鋼としては、質量％で、Ｃｒ：１１～１５％
、Ｔｉ：０．１～１％およびＹ 2  Ｏ 3  ：０．１５～０．３５％を含むものが好ましく使用
できる。
【００１３】
【発明の実施の形態】
図１は、酸化物分散強化型フェライト鋼を用いた本発明による被覆管の製造工程の１例を
示している。先ず、酸化物微細粒子の均一分散を図るため、金属粉末と酸化物粉末との混
合焼結により素管を作製し、これに冷間圧延４回、圧延途中の中間熱処理３回および最終
熱処理を施して所要形状の管に成形する。
【００１４】
素管の製造は、例えば、所要組成の金属粉末および酸化物粉末を、ボールミル等を用い、
いわゆるメカニカルアロイングの手法により十分粉砕混合する。次いでこの粉末を軟鋼製
カプセル等に封入して、加熱押出により一体化焼結して冷間圧延加工用素管を作製する。
要すればこれをさらに加熱焼鈍して冷間加工用素材とする。この段階までの製造は、従来
実施されている技術に準じて行えばよい。
【００１５】
素管の冷間圧延は、ピルガー圧延機またはＨＰＴＲ圧延機を用いるのが望ましい。冷間圧
延の圧延率（断面減少率）は３０％以上、好ましくは４０％以上とする。ここで、冷間圧
延の圧延率とは、素管または焼鈍後の軟化状態から圧延を開始して、次の軟化のための中
間熱処理（焼鈍）または最終熱処理（焼鈍）を行うまでの間の圧延の合計の圧延率であり
、１パスで３０％以上の圧延でもよく、２パス、３パスと複数パス圧延して３０％以上と
してもよい。
【００１６】
本発明においては、圧延加工途中の各中間熱処理（図１の例では中間熱処理▲１▼～▲３
▼）を２段階熱処理とする。
この２段階熱処理における第１段階目の熱処理は、１１００℃以下の処理温度とすること
で再結晶組織を生じさせないようにする。これによって、第２段階目のより高温の熱処理
でも再結晶が生じないようにできるとともに、冷間圧延で導入された加工歪みエネルギー
を十分に解放することができる。１１００℃より高い熱処理温度、例えば１１５０℃では
部分的に再結晶が生じ、１２００℃以上では完全な再結晶組織になってしまう（図３の顕
微鏡写真参照）。
【００１７】
２段階熱処理における第２段階目の熱処理は、第１段階目より高い１１００～１２５０℃
の処理温度で行う。第２段階目の熱処理温度として１１００℃を採用する場合には、第１
段階目の熱処理温度を１１００℃より低い温度、例えば１０５０℃で行うようにする。第
２段階目の熱処理を、第１段階目より高い１１００～１２５０℃で行うことにより、再結
晶を生じさせることなく、十分に軟化させることができる。すなわち、第１段階目の熱処
理により完全に回復させて加工歪みエネルギーを解放させるため、第２段階目の熱処理温
度をより高温で行っても再結晶組織は生じない。また、第２段階目の熱処理により十分に
軟化するため、次工程の冷間圧延加工を容易に行うことができ、割れの発生を効果的に防
止することができる。１２５０℃を超える温度での熱処理は、分散粒子の粗大化を引き起
こすとともに、工業的な熱処理温度として望ましくない。
【００１８】
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最終の熱処理は、再結晶組織とするために１１００℃以上の加熱温度とする。１１００℃
未満では再結晶組織が十分に形成されず、圧延方向とそれに直交する周方向との強さの異
方性が低減できないおそれがある。一方、最終熱処理を１２５０℃を超える温度で行うと
、強さの異方性が低減できてもクリープ強度が低下してしまうことがあるため、１２５０
℃以下とすることが望ましい。
【００１９】
上記の中間熱処理および最終熱処理における加熱時間は、１０分以上２時間程度その温度
に保持すれば、十分にその目的を達成することができる。
本発明における上述した圧延と熱処理の条件は、圧延と中間熱処理および最終熱処理とを
それぞれ合計３回以上繰り返す場合に特に効果がある。
【００２０】
本発明の対象とする管は、素材が合金粉末と酸化物粉末とを混合焼結したもので、酸化物
を分散させて強化したフェライト鋼製のものである。合金中に分散させる微細な酸化物粒
子としては、Ｙ 2  Ｏ 3  の他にも、ＭｇＯ、Ａｌ 2  Ｏ 3  、ＭｇＡｌ 2  Ｏ 4  、ＴｈＯ 2  、Ｔｉ
Ｏ 2  、ＺｒＯ 2  などがあり、これらの１種または２種以上が添加される。いずれの酸化物
の微細粒子の分散であっても、それによって管の高温強度向上を図る場合、本発明の適用
が強度向上や強度の異方性低減に効果を発揮する。
【００２１】
本発明を適用して最も効果のある管の一つは、質量％で、Ｃｒを１１～１５％、Ｔｉを０
．１～１％、Ｙ 2  Ｏ 3  を０．１５～０．３５％含有する酸化物分散強化型フェライト鋼管
である。なお、鋼中にはこれら成分に加えて、フェライト鋼に通常添加される他の合金成
分を含んでいてもよい。
【００２２】
この場合、Ｃｒの含有量が１１％未満では耐酸化性や耐食性が不足し、１５％を超えると
中性子照射などによる脆化が起こりやすくなるため、１１～１５％とするのがよい。Ｔｉ
はＹ 2  Ｏ 3  などの酸化物粒子を微細化させる作用があり、０．１～１％の範囲で含有させ
るのが好ましい。これは、０．１％未満ではその効果が小さく、１％を超えるとその効果
が飽和するからである。
【００２３】
分散させる酸化物としては、Ｙ 2  Ｏ 3  を０．１５～０．３５％含ませるが、Ｙ 2  Ｏ 3  は容
易に微細に分散し、かつ高温強さを向上させるために極めて有効な酸化物である。その含
有量は、０．１５％を下回る場合、圧延途中の中間熱処理の過程で再結晶組織を生じやす
くなる。しかし、含有量が０．３５％を超えると、最終熱処理で再結晶組織を得るのに要
する処理温度が高くなり、加工も困難になってくる。したがって、Ｙ 2  Ｏ 3  の含有量は０
．１５～０．３５％がよい。
【００２４】
【試験例】
０．０３Ｃ－１２．０Ｃｒ－２Ｗ－０．２６Ｔｉ－０．２３Ｙ 2  Ｏ 3  を基本組成とする酸
化物分散強化型フェライト鋼による管の製造過程における中間熱処理試験を図２の工程に
より実施した。
【００２５】
鉄基合金粉末にＹ 2  Ｏ 3  の粉末を混ぜ、アトライタボールミルにてアルゴン雰囲気中で粉
砕混合し、得られた粉末を軟鋼製カプセルに封入して１１７５℃に加熱し、押出し比約７
．８として外径約２５ｍｍの合金棒を作製した。この合金棒を１１５０℃で熱間鍛造して
外径２３ｍｍとし、１２００℃にて１時間の熱処理を行った後、機械加工にて外径１８ｍ
ｍ、肉厚３ｍｍの冷間圧延用素管を作製した。この素管の化学組成を表１に示す。
【００２６】
【表１】
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【００２７】
この素管を用いて図２に示す工程により中間熱処理試験を実施した。冷間圧延はピルガー
圧延機を用い、冷間圧延▲１▼では１パスにて圧延率約５０％の加工を行った。
【００２８】
冷間圧延▲１▼の後の中間熱処理▲１▼は、１０５０℃、１１００℃、１１５０℃、１２
００℃および１２５０℃の５種類の温度で１段階のみの熱処理を行った。
【００２９】
冷間圧延▲２▼の後の中間熱処理▲２▼は、中間熱処理▲１▼と同様な５種類の温度での
１段階熱処理に加えて、１０５０℃＋１１００℃および１０５０℃＋１１５０℃の２種類
の２段階熱処理を行った。
【００３０】
冷間圧延▲３▼の後の中間熱処理▲３▼は、中間熱処理▲２▼と同様な熱処理に加えて、
さらに１０５０℃＋１２５０℃の２段階熱処理も行った。
【００３１】
これらの中間熱処理▲１▼～▲３▼は、所定温度での保持時間をいずれも３０分とした。
各中間熱処理を施した後の管の端部分より試験片を切り出し、硬さを測定するとともに縦
断面の顕微鏡組織を観察した。試験結果を表２に示す。また、中間熱処理▲３▼を施した
後の顕微鏡組織を図３に示す。
【００３２】
【表２】
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【００３３】
これらの結果からわかるように、冷間圧延を繰り返すことにより管は硬くなり、熱処理に
よる軟化の程度も小さくなる。中間熱処理▲２▼および▲３▼では、熱処理温度１１００
℃未満の１段階熱処理とした場合、例えば硬さ４００Ｈｖ以下といった十分な軟化を起こ
させることができない。硬さ４００Ｈｖ以下にするためには１段階熱処理の温度を１１５
０℃以上にする必要があるが、この場合には再結晶が生じてしまう。
【００３４】
これに対して、本発明による２段階熱処理からなる中間熱処理を行った場合には、１０５
０℃での第１段階目の熱処理によって冷間圧延で導入された加工歪みエネルギーを十分に
解放でき、これによって第２段階目の熱処理を１２５０℃といった高温で行っても再結晶
組織が生じることがなく、管の硬さも４００Ｈｖ以下まで十分に軟化させることができる
。
【００３５】
【発明の効果】
本発明の酸化物分散強化型フェライト鋼管の製造方法によれば、圧延途中の中間熱処理を
２段階熱処理とし、第１段階目の熱処理を１１００℃以下で行い、第２段階目の熱処理を
それより高温の１１００～１２５０℃で行うことにより、中間熱処理時に再結晶組織を生
じさせることなく、しかも十分に軟化させることができ、次工程の冷間圧延を容易かつ効
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果的に行えるようにして冷間圧延の信頼性を向上させることが可能となる。
その結果、これまで製造工程で生じていた割れの発生数を抑えられることで製品の歩留ま
りが向上し、製造コストの低減にもつながることとなる。
【００３６】
また、従来の製管加工においては、毎回の冷間圧延後に管から試験片を切り出して再結晶
組織の有無や軟化の程度を先行試験により確認して最適な中間熱処理条件を設定した後、
本番の熱処理を行う必要があったのに対して、本発明におけるように中間熱処理を２段階
熱処理とすることにより、先行試験を行うことなく、直接本番の熱処理を行うことが可能
となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明による管の製造工程の１例を示す工程図。
【図２】管の製造過程における中間熱処理試験の工程図。
【図３】中間熱処理試験における管の縦断面顕微鏡写真（×１００）。
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